
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＯ．７６０ 
2011 年 7 月１７日 

電話 ３２８－２６５６ 
FAX ３５９－５０４７ 

熊本市手取本町１－１ 議会棟３階   

メール：kumamsu@gamma.ocn.ne.jp 

ホーム：http://www.jcp-kumamoto.com/ 

 

 

７月７、８日、県内の民主団体や

共産党などで結成する「いのちとく

らしを守る熊本ネットワーク（会

長：永松勝俊）」は、各省に対して、

くらしや安全にかかわる要望を携

え、要請を行いました。日本共産党

熊本市議団、松岡徹県議も参加し、

原発問題、負担の重い国民健康保険

の問題、就学援助制度の充実、少人

数学級の拡充、こども医療費の拡充

など、７省に対して５９項目の要望

を届けました。 

 

政府交渉に参加して 

切実な要望を国に対して直

接要請するなかで、就学援助な

ど改善を約束させることがで

きました。 

 また、高い国保料負担に苦し

む市民生活の姿、園に通えない

待機児童の状況など深刻な実

態を突き付けながら国に改善

を求めました。引き続き、市民

の皆さんと力を合わせ、要求を

実現するため市議団としても

がんばる決意です。 

 

（裏面に続きます） 

経済産業省に対しては、

福島の原発事故を受け、九

州内の原子力発電所をはじ

め全国の原発の停止、自然

エネルギーへの転換に具体

的に取り組むこと、原発で

働く労働者の正社員化など

を求めました。 

また、九州電力による「や

らせメール」については、

国としての厳格な対応を求

めました。担当者からは「や

らせメールについては言語

道断。真相究明・再発防止に努

めたい」との回答がありました。 

九州電力のやらせメールを報じた赤旗新聞 
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６
月
末
、
熊
本
地
裁
で
原
爆
症
訴
訟
の
口
頭
弁
論
が
行
わ
れ
ま

し
た
。
太
陽
が
照
り
つ
け
る
中
で
の
門
前
集
会
、
齢
を
重
ね
ら
れ

た
被
爆
者
や
支
援
者
の
方
々
が
参
集
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
戦
後
半

世
紀
以
上
も
苦
し
ん
で
こ
ら
れ
た
９
０
歳
の
原
告
の
法
廷
で
の

証
言
に
、
す
べ
て
の
被
爆
者
の
一
刻
も
早
い
救
済
と
、
被
曝
の
苦

し
み
を
二
度
と
起
こ
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
と
思
い
ま
し
た
。 

 

し
か
し
、
福
島
で
の
原
発
事
敀
は
、
新
た
な
被
曝
の
被
害
を
生

ん
で
い
ま
す
。
事
敀
に
よ
る
放
射
能
漏
れ
に
よ
っ
て
ふ
る
さ
と
を

追
わ
れ
避
難
生
活
を
余
儀
な
く
さ
せ
ら
れ
て
い
る
人
、
被
曝
の
危

険
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
地
域
住
民
、
放
射
能
の
危
険
性
を
知
ら
さ

れ
な
い
ま
ま
原
発
で
働
か
さ
れ
て
き
た
労
働
者
。
こ
の
よ
う
な
人

た
ち
を
原
爆
被
害
者
の
方
々
は
ど
ん
な
思
い
で
、
見
て
い
ら
っ
し

ゃ
る
で
し
ょ
う
か
。 

 

「
安
全
神
話
」
を
振
り
ま
い
て
原
発
を
推
進
し
て
き
た
政
府
、

「
放
射
能
の
影
響
は
な
い
」
と
被
爆
者
の
原
爆
症
認
定
を
拒
ん
で

き
た
政
府
、
命
を
切
り
捨
て
る
そ
の
姿
勢
は
厳
し
く
問
わ
れ
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。｢

ノ
ー
モ
ア
被
爆
者｣

と
、
声
高
く
闘
う
夏
を

迎
え
て
い
ま
す
。 

経済産業省 

九電のやらせメールの真相究明、九州内の原発の停止を！ 
原発問題、暮らし、福祉の声を直接政府へ 

政府交渉～国に直接要望を届けました 



 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

1 回の議会中、2 度もの市長陳謝

は異例です。相次ぐ不祥事に、市長

給与 30％、副市長給与 10％の削減

条例が提案されました。 

 

 

 市長が進めてきた市政改革は、

民営化によって公務労働者の役割を

否定、意にそぐわない配置換えの強

要、厳しい定員管理による職員削減

の一方で、嘱託･臨時職員の増員、任

期付職員採用などによって、「全体の

奉仕者」として、住民福祉向上のた

めに働く公務員像が壊されてきてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それだけでは、壊れた職場風土は、

回復しません。上野議員は、最終日、

市政改革の問題点を指摘し、モラル

確立に向け、質疑を行いました。 

 

 

ＩＬＯは、住民本位の公共サービ

ス改革を導く基本原則に「公務労働

者のモラルを維持し、仕事の達成を

増進できる改革のためには、良好な

労働条件を維持し、つくりだすこと

が重要である」ことを掲げています。 

本市においても、真の職員の資

質・モラルの向上のためにも、人間

らしく働ける職場環境づくりに取り

組んでいくべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰り返される市職員の不祥事 

公務員のモラルは、良好な職場環境から！ 

議会中「2 回」もの市長陳謝、市長等の給与減額が提案 

【減らない・・・幸山市長就任からの不祥事件数】 

 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

免職     ２   ２  ２  ２  ２  ２ 

停職  １   ４   ４ ２３  ４  ４  ４  １ 

減給  １  ５  ２  ２    ２  ２   

戒告   ５  ２  １   ２  １  ２   

うち 

逮捕 
   (２)  (５)  (２) (２) (1) 

（H23 年度は、４～6 月の3 ヶ月間） 

 

ＩＬＯの指摘「公務労働者のモラル維持には、良好な労働条件が重要」 

 

就学援助を受けている準要保護

の子どもたち（保護世帯の1.25倍

内の所得）に支給されていなかっ

た「クラブ活動費・生徒会費・PTA

会費」について、平等に支給する

よう自治体への指導を求めまし

た。 

担当者からは「準要保護の子ど

もにも支給するよう自治体に通

知も出している。この立場で指導

したい」と改善へつながる回答が

ありました。 

払える国保料へ引き下げるため 国の財政負担の強化を！ 

そのほか国保料については、国保への国の財政負担を増やして、市民の国保料軽減に

努めること。 

また、子ども医療費無料化を使いやすくした自治体に対しての国のペナルティー（交

付金のカット）をやめて、自治体の子育ての取り組みを支援すること、などを求めまし

た。 

熊本市には、保育所に預けるこ

とができない待機児童が昨年度末

で３７７名、また保留児も８４４

人と１０００人を超える子どもが

保育所に通うことができていませ

ん。また、子どもを預けることが

できないために働くことができな

いとの親の悩みも切実です。 

厚生労働省に対しては、保育園

増設による待機児童の早急な解

消、保育料の軽減、認可外保育所

への補助の強化などを求めまし

た。 

文部科学省 

就学援助～「クラブ活動費、生徒会費、PTA会費」の追加を！ 

文部科学省「支給するよう指導します」と回答 

（表からの続き） 

厚生労働省 

子育て世代の切実な思い 

保育園の増設による待機児童の解消と保育料の軽減を！ 




